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施工中に第三者の現場検査を受け一定の品質が確認された住宅である
こと（例：住宅瑕疵担保責任保険加入住宅）（A）

売買時に第三者の検査を受け一定の品質が確認された住宅であること
（例：既存住宅売買瑕疵保険加入住宅）（B）

売主は宅地建物取引業者であること
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（A）の要件を満たし、且つ、フラット35Sと同等の基準を満たす
住宅であること
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（B）の要件を満たす住宅であること

②

住宅の取得のための借入金であること

償還期間が5年以上であること

金融機関等からの借入金であること
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住宅を取得し不動産登記上の持分保有者であること

住民票において、取得した住宅への居住が確認できる者

市区町村が発行する住民税の課税証明書における道府県民税の所得額が一定
額以下の者

住宅ローンの利用がない場合

住宅取得者の年齢は50歳以上で収入額の目安が650万円以下であること
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②

居住月が1月から6月の場合は前年度に発行された課税証明書

居住月が7月から12月の場合は当年度に発行された課税証明書

家屋の取得対価に係る消費税は8%又は10%であること

住宅ローンの利用がある場合
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出典： 「平成27年改正版 不動産税額ハンドブック」 株式会社健ハウジング 顧問税理士 奥山 雅治著 


